
令和７年度当初予算のポイント
Ⅰ 予算規模

１兆２，８１７億９９百万円 （対前年度 ＋４３７億円 ＋３．５％）

Ⅱ 歳入

うち 復興・創生分 ２，６５６億９７百万円 （対前年度 ＋２６３億円 ＋１１．０％）

３ 地方交付税等

（１）実質的な地方交付税 ２，１０４億円 （①+②）
（対前年度 ＋６億円 ＋０．３％）

（２）震災復興特別交付税 ３８６億６７百万円
（対前年度 ＋７６億円 ＋２４．４％）

※通常の地方交付税(上記(1))とは別枠で確保。

４ 国庫支出金 ２，０６０億１１百万円
（対前年度 ＋１１３億円 ＋５．８％）

復興に係る公共事業の増等により増額となる見込み。

１ 県税 ２，４５２億１９百万円
（対前年度 ＋９７億円 ＋４．１％）

①地方交付税 ２，１０４億円
（対前年度 ＋３９億円 ＋１．９％）

②臨時財政対策債 発行なし
（対前年度 ▲３３億円 皆 減 ）

５ 県債 １，５６９億８９百万円
（対前年度 ＋９２億円 ＋６．２％）

①借換債を除いた県債の規模
１，１９４億８６百万円（対前年度 ＋６０億円 ＋５．３％）

【県債依存度 ９．６％】

②借換債及び臨時財政対策債を除いた県債の規模
１，１９４億８６百万円（対前年度 ＋９３億円 ＋８．４％）

【県債依存度 ９．６％】

※ 臨時財政対策債：実質的な地方交付税
（後年度の元利償還金は全額交付税で算定）

県債残高
令和７年度末見込み １兆７，１３５億円 （対前年度 ＋２５８億円）

臨時財政対策債除く １兆１，９７２億円 （対前年度 ＋６０２億円）

令和７年2月 福島県

１

あらゆる主体と連携・共創し、誰もが活躍できる「福島ならでは」の県づくりに向け、「復興・再生」と「地方創生」を両輪で進めると
ともに、物価高騰に適切に対応しながら、防災力の強化や地球温暖化対策、デジタル変革などを推進していく予算として編成

※被災１２市町村等における道路整備やほ場整備の進捗など復興に係る公共事業＋238億円、防災力強化等のための公共事業＋46億円などにより増
※復興・創生分は、復興に係る公共事業のほか、人口減少対策関連事業費＋36億円などにより増

物価や賃金の上昇、国内景気の緩やかな回復等を背景に、個人県
民税や地方消費税、法人事業税の増が見込まれることなどから、前
年度より増加する見込み。

２ 地方譲与税 ４１３億６２百万円
（対前年度 ＋５１億円 ＋１４．１％）

全国的な特別法人事業税の増などにより譲与額が増加する見込み。

資料１－１



１ 復興・再生の加速

① 避難地域等復興加速化プロジェクト ６５０億円（ ４３件）

② 人・きずなづくりプロジェクト ９７億円（ ４１件）

③ 安全・安心な暮らしプロジェクト ６８８億円（ ７９件）

④ 産業推進・なりわい再生プロジェクト ７５１億円（ ７０件）

２ 地方創生の推進

① 輝く人づくりプロジェクト １６４億円（１２６件）

② 豊かなまちづくりプロジェクト ６１４億円（ ６３件）

③ しごとづくりプロジェクト ７７９億円（ ４９件）

④ 魅力発信・交流促進プロジェクト ４３億円（ ３３件）

合 計 ３，７８６億円（５０４件）［対前年度＋１９５億円（＋１件）］

Ⅲ 歳出

１ 義務的経費 ３，７９３億１８百万円
（対前年度 ＋２億円 ＋０．１％）

① 人 件 費（対前年度 ▲６５億円 ▲２．６％）
職員の定年引上げに伴う退職手当の減など

② 扶 助 費（対前年度 ＋４億円 ＋１．８％）
医療費等に係る公費負担の増など

（間接扶助費を含めると 対前年度 ＋１３億円 ＋１．３％）

③ 公 債 費（対前年度 ＋６３億円 ＋５．９％）

２ 投資的経費 ２，３１３億９５百万円
（対前年度 ＋２６６億円 ＋１３．０％）

① 公共事業（対前年度 ＋２３９億円 ＋１６．４％）
復興分や防災力の強化などによる事業費の増

※公共事業における維持補修費を含めると＋284億円 ＋14.4％
※公共事業費全体額 2,255億円

② そ の 他（対前年度 ＋２６億円 ＋４．４％）
被災地域農業復興総合支援事業などの増

３ 一般行政経費 ６，７１０億８５百万円
（対前年度 ＋１６９億円 ＋２．６％）

① 補助費等（対前年度 ＋２１６億円 ＋６．８％）
地方消費税清算金及び交付金の増など

② 維持補修費（対前年度 ＋５３億円 ＋９．２％）
道路の長寿命化を始め、公共事業における
維持補修費の増など

③ その他（対前年度 ▲１００億円 ▲３．６％）
中小企業制度資金貸付金の減など

１ 財源不足額 ６５６億円
複合災害からの復興を始め、物価高騰への対応など、広範かつ多額の

財政需要に対応するため656億円の財源不足が見込まれる。

２ 財源確保の状況

＜復興・創生分＞ １５４億円

①歳入確保

・原子力災害等復興基金の活用（１５４億円）

・復興事業への地方負担導入分に係る資金手当債の活用（０．２億円）

＜通常分＞ ５０２億円

①歳入確保（１５９億円）

・特定目的基金の活用（１３２億円）

・行政改革推進債の活用（２７億円）

②歳出抑制（▲１０億円）

（事務事業見直し徹底や整理合理化）

③繰越金の活用（１５億円）

④主要基金の取崩し （３１８億円）
※主要基金の令和７年度末残高見込み：１３億円

Ⅳ 財源不足への対応

Ⅴ 総合計画における重点事業

（注）表示単位未満の端数は、記載区分毎に四捨五入している。 ２

＜参考＞原油価格・物価高騰への対応 ２２２億円（対前年度▲１０１億円）

自家消費型太陽光発電設備の普及拡大や中小企業等に対する
資金繰り支援、飼料価格高騰への支援など、中・長期的視点も
踏まえた物価高騰等の影響緩和に資する事業




